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平成26年度予算見積調書(2月補正予算)

B26

課室名:課室名:高齢介護課

内線:内線:3258

事業名

事 業
期 間

根 拠
法 令

平成24年度～

会計 款 項 目

一般会
計

社会福
祉費

民生費 老人福祉費

説明事業

介護保険制度推進事業費

戦略項目

担当名:担当名:介護保険担当

介護保険法第115条の35、第115条の42 02　　　介護の安心

010201　高齢者が安心して暮らせる社会づくり

予算額

決定額 △2,025△2,025

現計額 11,22211,222

△1,013△1,013

5,6115,611

△1,012△1,012

5,6115,611

9,1979,197

補正後の
予算額

財　　源　　内　　訳

国庫支出金
一般財源

番号

介護サービス情報公表事業費

１　事業の概要

　介護サービスの利用者が事業所・施設を比較・検討し

て適切に選べるように「介護サービス情報公表システム

」により情報を提供する。

　介護サービス情報公表業務委託等　△2,025千円

２　事業主体及び負担区分

　(国1/2・県1/2)

３　地方財政措置の状況

　なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

　9,500千円×0.4人＝3,800千円

５　事業説明
（１）事業内容
　　　指定情報公表センター業務委託(情報の審査・受理・公表、問い合わせ対応等)、調査に係る旅費等　△2,025千円

（２）事業計画
　　ア　指定情報公表センター
　　　　介護サービス情報の公表に関する事業者への案内、公表システムの操作説明、報告データの確認等を実施する。
　　　　公表事業所　8,000事業所(見込み)
　　イ　調査
　　  (ｱ) 新規指定事業所について、書面調査を実施する。
　　　    新規事業所　1,000事業所(見込み)
　　  (ｲ) 『「介護サービス情報の公表」制度における調査に関する指針』に基づき、必要に応じ、事業所への訪問調査
　　　　を実施する。
　  　　　調査事業所　　 20事業所(見込み)

（３）事業効果

　　する。
　　　介護サービスを利用し、又は利用しようとする要介護者等が、事業所・施設を適切かつ円滑に利用する機会を提供

　　　要介護認定者数(第１号被保険者)　平成22年度：192,901名　平成23年度：204,174名　平成24年度：217,129名

（４）減額理由
　　　情報公表事務委託料が見込額を下回ったことにより、減額補正を行う。（△2,025千円）

(単位：千円)

分野施策


